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平成 20 年 6 月 4 日、民集 62 巻 6 号 1367 頁、1384 頁。
2）　憲法 17 条は、公務員の不法行為責任を追及できる国民の権利は法律の定めるとこ
ろによるとしているけれども、違憲な国家行為の人権侵害への司法的追及を国民の







民集 36 巻 7 号 1439 頁。同条は旧憲法の国家無答責を否定し、国民を泣き寝入りさ
せないとする行政救済法の制度原理の観点が強く、カナダの 1982 年憲法 24 条 1 項
のようなすべてにわたる違憲訴訟の救済の規定とまでは読み込まれていない。西埜
















5）　この点興味深いのが南アフリカ憲法である。カナダの 1982 年憲法 24 条や 52 条、
そしてこれらの条項の判例を踏襲して、憲法明文で違憲判決の類型を規定している。
南アフリカ憲法（1996 年）38 条は、カナダの 1982 年憲法 24 条 1 項と同じ規定を







Act 1998, U.K. c.42, Sec.4（2）.　
都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 3
（以下「憲章」）を内包（1 条から 34 条））で人権侵害に対する違憲審査権を確




remedy as the court considers appropriate and just in the circumstances）こと
ができる」と規定する。救済条項（RC）である。6）










りも確証させる」。Mills v. The Queen, [1986] 1 S.C.R. 863, 881（Lamer, J.）. なお同条
2 項は、憲章に反して収集された証拠は司法では排除されると規定している。これ
も救済条項といえるけれども、本稿では 1 項のみを RC として考察の対象とする。
7）　「救済なくして権利を創造することは、裁判所に憲法上の権利侵害が生じたとき救
済を作り上げるのを確実にさせた憲章の目的の一つと真逆（antithetical）になる」。
Nelles v. Ontario, [1989] 2 S.C.R. 170, 196（Lamer, J.）.　この事件は検察の権限濫用に
対する損賠訴訟で、限定免責が認められたケースである。
8）　Marilyn L. Pilkington, Damages as a Remedy for Infringement of the Canadian 








力を持たないとする 1982 年憲法 52 条 1 項の最高法規条項（SC）である。カ







り違憲無効か合憲解釈か、無効中断効（temporary suspension of invalidity）か
などの判断と、人権侵害された原告に対する個別的な救済の判断の 2 つのトラ
ックからなり、前者は SC に、後者は RC に基づく。12）本稿は個別救済つまり
9）　Id. at 534; ANDREW K. LOKAN AND CHRISTOPHER M. DASSIOS, CONSTITUTIONAL LITIGATION IN 
CANADA ¶6-3（1）（2006）.
10）　Pilkington, supra note 8 at 519.　See also, Kent Roach, Enforcement of the Char-











おける解釈的救済、特に暫定的無効中断の意味」法学会雑誌 59 巻 1 号 99 頁、2018
年。ローチは組織的トラックと個別的トラックとする。前者は法令の違憲を示した
うえでその修正を政治部門の選択に委ねるものである。Kent Roach - Judicial activ-
ism and the role of courts in providing remedies, Feb. 5, 2015, http://www.trudeaufoun-
dation.ca/en/activities/events/judicial-activism-and-role-courts-providing-remedies-

















kent-roach. See also, Roach, supra note 10 at 509.
13）　Remedy（救済）とは「権利違反を予防し、除去しあるいは補填する手段」をい
う。DAPHNE A. DUKELOW, THE DICTIONARY OF CANADIAN LAW 1103（3rd ed. 2004）.　 






ercive  b. declaratory））③現状回復的（restitutionary）④制裁的（punitive）⑤附随
的（ancillary）の 5 つの救済に分類される。Id. at 3.　なおさらに、代替的（substitu-
tionary）と個別的（specific）の 2 つの基本カテゴリーに分けられうる。損害を被っ
た原告が金銭賠償を受け取り、specific としてこの exchange（交換）を避けようと
する。Id. at 6.　またコモンローの伝統的な裁判所の分類（court of law, court of eq-







カナダが 1982 年の憲法で権利の実効として RC を明文化したことの意義を検
証することは意義があるのである。




量（widest possible discretion）を与えている」とし、RC の解釈の原則は以下




15）　Beverley McLachlin, Rights and Remedies- Remarks, in TAKING REMEDIES SERIOUSLY 
21（Robert J. Sharpe and Kent Roach, eds. 2009）.　その原因として、法問題は権利
が核であって、実務で学問でもそうであるとする。Id. at 21-23.





17）　R. v. 974649 Ontario Inc., [2001] 3 S.C.R.575, 586-589（McLachlin, C.J., delivering）. 
この事件は RC が定める管轄権のある裁判所に州法（州事犯法 Provincial Offences 
Act）で設置された審判所が当たるかが問題となった事件である（肯定）。



















ない」。Pilkington, supra note 8 at 576.
19）　これを論証し検討したのが、遠藤比呂通「憲法的救済法への試み（一）～（四）」
国家学会雑誌 101 巻 11・12 号 1 頁、102 巻 7・8 号 35 頁、103 巻 5・6 号 1 頁、105




20）　同上。「一般に、憲法にも制定法にもそのほかにも、A と B の間で司法はどのよ
うに判断すべきかにいかなる外部的法的根拠もない。その意味では、憲法上の救済
を選択することは、民事訴訟で衡平上の救済を課すのと同じなのである」。Eric S. 





















105 巻 1・2 号 66-67 頁。
22）　R. v. Ferguson, [2008] 1 S.C.R. 96, 113-114.　このことは次のように言い換えられ
て確認される。Id. at 123-124.　法が違憲であれば一般的な救済は SC に基づくもの
で、法の無効が提供される。RC は、違憲の法ではなく合憲の法に基づいて正当な法
枠組みでの機関によって侵された違憲な政府行為に対する救済として使用されるの
が一般である。SC と RC では救済の目的が異なる。
23）　Mills v. The Queen, [1986] 1 S.C.R. 863, 881（Lamer, J.）.
24）　Canadian Bill of Rights, S.C., 1960, c. 44, s. 3.　See also, PETER W. HOGG, CONSTITU-
TIONAL LAW IN CANADA 798（4th ed. 1997）.
25）　Department of Justice Act, S.C. 1985, c. 26. S. 105. 同法 4 条 1 項は、法務大臣は
第 1 次法案の憲章適合性を評価する義務を法務大臣に課し、不適合の時は下院に通
知すべきとしている。その手続は、See, The Canadian Charter of Rights and Free-
doms Examination Regulations SOR 85/781.  法務大臣の憲法保障機能として、富井幸
雄「憲法保障機関としてのカナダ法務長官―付随的違憲審査制の補完？」法学会雑
誌 46 巻 2 号 133 頁、156-158 頁、2006 年、参照。








必要がない。26）ただ SC と RC とでは救済の意義や内容が異なる。
２　RCと SCの棲み分け
　カナダ憲法が SC のみならず、裁判所によって適切な救済を受けるとした
RC を付加しているのは、注目される。27）ただ、SC も RC も違憲の国家行為に
対する制裁であり、両者の関係や競合が問題となる。SC と RC の救済の棲み
分けは、一応できている。28）1982 年憲法制定初期にはさほど意識されず競合し
て用いられた例もあったが、最高裁が 1992 年のシャクター事件でこれを明確




その他小国があるが、具体的な救済を明文化しているインド（1949 年憲法 32 条と
226 条）は目を引く。GERALD-A. BEAUDOIN AND ERROL MENDES, THE CANADIAN CHARTER OF 
RIGHTS AND FREEDOMS 19-3（3rd ed. 1995）.　See also, id. n.3.　 インド憲法は、「憲法






28）　W.H. CHARLES, UNDERSTANDING CHARTER DAMAGES: THE JUDICIAL REVOLUTION OF A CHARTER 
REMEDY 9, 18（2016）.　
カナダ憲法の権利実効条項（Enforcement）10
に分け、競合（concurrent remedies）について、SC での違憲無効の宣言は RC
と併用されることはほとんどないとし、以下の 2 点を明確にした。29）第 1 に、
両条項は異なった機能を果たす。SC は対世的で多数人に影響をもたらすもの
であるのに対し、RC は個別的訴えにのみ効力を有する。SC で違憲無効とされ










することが考えられる。B では、SC に基づいて合憲補充解釈（read in）で救





29）　Schacter v. Canada, [1992] 2 S.C.R. 679, 719-720.　シャクター事件は、暫定的無
効中断判決の類型を含む SC に基づく救済類型を整理した判例として、特筆すべき
である。富井、前掲 12）論文、111-115 頁、参照。
30）　Vinay Shandal, Combining Remedies under Section 24 of the Charter and Sec-
tion 52 of the Constitutional Act, 1982: A Discretionary Approach, 61 U. TORONTO 
FAC. L. REV. 175（2003）.
31）　Id. at 195-200.　なお、これらは完結ではなく、司法の裁量が認められるのであ
って、新たな他の要素も考慮されうる。Id.　See also, id. at 199.
32）　Guimond v. Quebec, [1996] 3 S.C.R. 347.　Mackin v. New Brunswick, [2002] 1 S.
都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 11









































くとも 2 つのことを要求する。第 1 に、保護されている権利の目的が促進さ
れなければならない。第 2 に、救済規定の目的が促進されなければならない、
つまり裁判所は効果的な救済を作り上げなければならない」（25）。そして、






平なものでなければならない。第 5 に、RC は憲章で正式に記された基本的人
権を実効する憲法構造の一部であることを忘れてはならない。39）
37）　HOGG, supra note 24 at 945-946.
38）　Doucet-Boudreau v. Nova Scotia （Minister of Education）, [2003] 3 S.C.R. 3.　本文
中の括弧で引用パラグラフを示す。 
39）　文言の広範性は事例に応じて変化させるのを許容するのであり、「かかる変遷は、
都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 13
　この RC の定式は 2008 年のファーガソン事件でも踏襲される。いわく、40）RC
は「少なくとも今まで、適憲性が争われていない合法的な枠組みで行動する政
府官吏の違憲な行為に対してケースバイケースで救済を提供するものと、一般
















くまで救済は個別的文脈的である。Kazemi Estate v. Islamic Republic of Iran, [2014] 3 
S.C.R. 176, para 165.
40）　R. v. Ferguson, 2008 SCC 6.　RCMP（国家警察）の警察官が獄舎で拘禁者と口論
の末に銃で射殺したという殺人事件で、刑法が 4 年以上の法定刑としているところ、
残虐な刑罰だとして憲章 12 条違反が訴えられて憲法上の免責を認めた 1 審判決を退
けた事件である。SC で違憲無効が帰結されるけれども、それだけではなく状況に応
じた救済を下しうるとした。Id. at para 38.
41）　CHARLES, supra note 28 at 51.



















はく奪ないし否定された者（anyone whose rights and freedoms, as guaranteed 
by the Charter, have been infringed or denied）」（RC 本文）に限定される。SC
での立法の有効性を争う第三者は認められるかもしれないけれども、RC は自
身の憲法上の権利が侵害された者にのみ適用される。46）SC は目的、効果のどち
44）　CHARLES, supra note 28 at 33, 33 n.58.
45）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 429.
46）　Pilkington, supra note 8 at 543.　法人は信教の自由を否定されたことで RC に基
づく救済を訴求することはできないけれども、ビッグ M 事件では、刑事法である日
曜休息法が個人の信教の自由を侵害すると主張した法人の原告適格を認めている。
R. v. Big M Drug Mart, [1985] 1 S.C.R. 295. これは厳密には SC に基づく訴訟である。
いわく、「本件訴訟のように、立法の違憲性を根拠にするものであるところでは、
（RC―筆者）に訴える必要はなく、訴訟当事者の個別的効果は関係がない」。Id. at 
313. HOGG, supra note 24 at 939-940.　なお、SC での法令の違憲の主張は RC での救
済での原告適格より緩やかであるとする。Id. at 940.
















47）　R. v. Ferguson, [2008] 1 S.C.R. 96, at para 61.
48）　Kent Roach, Charter Remedies, in OXFORD HANDBOOK OF THE CANADIAN CONSTITUTION 
673, 941（Peter Oliver, Patrick Macklem, and Nathalie Des Rosiers ed. 2018）.　 1867
年憲法の規定しない、州が設置する州裁判所や連邦裁判所も、政府の行為の憲章違
反に基づく損賠の訴訟を管轄する裁判所である。Canada v. McArthur, [2010] 3 S.C.R. 
626, 635-636.
49）　Mills v. The Queen, [1986] 1 S.C.R. 863, 964-965（McIntyre, J. ）.
50）　反対意見の L
ラ メ ー ル
amer が法廷意見と見間違うほどの詳細な議論を展開し、24 条 2 項
の証拠能力に関して予審判事は権限ある裁判所だとした。
51）　Weber v. Ontario Hydro, [1995] 2 S.C.R. 929, paras 67, 76（McLachlin, C.J.）. 労働
紛争仲裁審判所は、RC に基づいて宣言判決や損賠を下しうる権限のある裁判所だと
した。行政裁判所（administrative tribunals）は憲章問題について判断できるとする
のが判例である。Douglas/Kwantlen Faculty Association v. Douglas College, [1990] 3 




















限を狭めるものではない。54）第 1 に、文理上 RC は、裁判所の管轄権と救済は分
っとも、行政裁判所の憲章判断は上級裁判所による司法審査に服する。HOGG, supra 




していない限り、有するとみなしうる」。SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 426. See 




53）　R. v. 974649 Ontario Inc., [2001] 3 S.C.R. 575, 622.
54）　HOGG, supra note 24 at 944.　RC「は裁判所の救済権限の十分な根拠として読ま
都法 59 巻 2 号（2019 年 1 月） 17
けて規定している。原告が管轄権があると考える裁判所に憲章違反の訴えを提
起すると、その裁判所は事例に即して適切な救済を考えるのであり、RC はそ
こでの裁判所の権能を規定したものである。第 2 に、RC は憲法上の救済権を


















　ローチは、アメリカは 1996 年、ニュージーランドは 2005 年に、囚人の不
法行為請求権を制限する立法を制定しているのを見て、カナダで損賠を制定法
れる」とする。Id.
55）　DALE GIBSON, THE LAW OF CHARTER: EQUALITY RIGHTS 344（1990）.
56）　HOGG, supra note 24 at 953.　以下のパラグラフの記述はこれに負う。
57）　この点について、富井幸雄「カナダ憲法と世俗主義―宗教、教育、国家（１）















58）　Roach, supra note 12.　行政的救済を尽くしていることなどが要求され、政治的
に人気のある立法であるけれども、カナダでは否定されるとする。この論点はこの
講演に負う。例としてニュージーランドのそれは、Prisoners’ and Victims’ Claims 
Act 2005 であり、他の手段を尽くしていなければ訴訟は提起できないとしている
（13 条）。www.nzlii.org/nz/legis/hist_act/pavca20052005n74327/.








る」。Lagiorgia v. R.（1985）, 18 C.R.R. 348, 353（F. C. T. D.）.　


















61）　LOKAN AND DASSIOS, supra note 9 at 6-22.　「政府機能に関する限り、免責は立法作
用のみならず、執行的、行政的、準司法的機能にも適用される」。CHARLES, supra 
note 28 at 62.
62）　Guimond v. Quebec, [1996] 3 S.C.R. 347, para 15.





















64）　Guimond v. Quebec, [1996] 3 S.C.R. 347; Mackin v. New Brunswick, [2002] 1 S.C.R. 
405. 前者は科料不払いを禁錮にする法が違憲とされるも損賠は否定されたものであ
り、後者は現職判事の準退職的地位の取り消しが違憲と判断されるも、損賠が否定
されたものである。 See also, SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 441.
65）　[2002] 1 S.C.R. 405, at para 77.　つまり限定免責であり、「効果的な統治の必要性
と憲法上の権利の保護の間の」バランスを図ることが目される。Id. at para 79.　す
なわち絶対免責ではなく、悪意、権限濫用、明白な違憲の立法を怠慢にも制定して
しまった場合には損賠責任が認められ、そうした稀なケースでは、SC で法令違憲無
効とされる救済に加えて RC に基づいて損賠が認められうる。SHARPE AND ROACH, su-
pra note 33 at 441.
66）　CHARLES, supra note 28 at 59-60.
67）　[2002] 1 S.C.R.405, at paras 78-82（Gonthier, J., delivering）. 違憲な立法の立証以




権の独立―カナダ憲法での成熟（一）（二）」法学新報 115 巻 3・4 号 105-146 頁、
5・6 号 145-188 頁、平成 20 年、参照。






マ ッ キ ン
ackin 事
件以降、限定免責は制定法と関係ない状況にも拡大適用される傾向をみせてい









68）　CHARLES, supra note 28 at 56.
69）　Id. at 64.





ィ」法学新報 125 巻 7・8 号 27 頁、35-36 頁、2018 年、参照。


























73）　Ken Cooper-Stephenson, Tort Theory for the Charter Damages Remedy, 52 SASK. 
L. REV. 1（1988）.　わが国でも国家賠償法について民法の不法行為とのアナロジーに
は議論の変化がある。中尾裕人「国家賠償法 1 条 1 項の違法性（一）（二）―法制定
過程における理解の受容と変化」自治研究 94 巻 5 号 112 頁、6 号 119 頁、2018 年。
74）　CHARLES, supra note 28 at 72.　1984 年から 2010 年まで RC に基づく損賠が認め
られたのは 2 件のみであった。Id. at 75.　「事例に即した適切な」の RC の規定の仕
方では、通常の賠償はさほど起こらないようにみえる。Id.　コモンローの損賠原理
は絶対的モデルというよりガイドとなるものとの認識であろう。Id. at 75-76.
75）　[2002] 1 S.C.R., at 443-444.　このマッキン事件では、被告政府がそうであったと
の証拠が提示されていないとして、損賠を認めなかった。
76）　Vancouver v. Ward, [2010] 2 S.C.R. 28.  本判決には少数意見はなく、マクラックラ
ン首席判事が法廷意見を書いている。本項で引用パラグラフを括弧内でしめす。




Ward は、これが憲章 8 条（「何人も不合理な捜索又は押収をうけない権利を有
する」）に反するとして、RC に基づいて損賠を請求した。
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　では Ward 判決以降は RC による損賠が増えたのかといえば、そうではない。
損賠の訴えは増加しているも認められたケースは 9％であり、Ward 以前が
35% であったことからみれば、減少している。78）チャールズは RC での損賠の
実効性は使用の頻度、勝訴率、損賠額の総額で測りうるとしたうえで、憲章制
定からこれまで 30 数年間、憲章の損賠は憲章訴訟と憲章の権利の実効にささ
77）　CHARLES, supra note 28 at 97-98.


















　2015 年のヘンリー事件は、Ward 以降で RC に基づく損賠が訴えられたケー
スである。83）原告は 1983 年の性犯罪で 27 年間服役していたが、当時の公判で




訴訟費用の支払い、損賠の 5 つで、1984 年から 2007 年にあって、損賠が一番頻度
が低く、訴訟中断が最高であった。なお憲章 24 条の救済で最も利用されているのは、
同条 2 項の証拠の排除である。
80）　Pilkington, supra note 8 at 531.
81）　[2010] 2 S.C.R. 28, at para 21.
82）　Pilkington, supra note 8 at 541.
83）　Henry v. B.C. （A.G.）, [2015] 2 S.C.R. 214.　本文のこの段落および注 84）と 85）
での括弧内の数字は引用頁を示す。
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RC に基づいて、害意の証拠がなくとも公訴のミスコンダクトに国家賠償を認
めることができるかが憲法問題である（234）。判決はこれを肯定する（Moldav-























85）　CHARLES, supra note 28 at 114.　意図と、現実ないし転嫁された知悉は、配慮パ
ラダイムの義務に根づいた純粋に客観的な「合理性」あるいは「印された逸脱





















機能したのは興味深い。RC の損賠では Ward のテストが維持され、将来の展
望が開けたのは確かであろう。88）
86）　CHARLES, supra note 28 at 115.　ただマクラックランの方がより厳格である。
Id.　モルデイバー（Moldaver）は、「開示は憲章 7 条と 11 条ｄで保障されたように、
十分な解答と防御をなす被告人の権利に符合するよう政府に適切に課されなければ
ならない憲法上の義務である」とする。[2015] 2 S.C.R. 214, at 246.  マクラックラン
は、「関連する証拠を開示する政府の法的義務は起訴裁量に関連せず、…この義務は
裁量作用ではなく法的義務である」。Id. at 274.
87）　CHARLES, supra note 28 at 120.
88）　刑事捜査などで特定の人種に対する差別的取り扱いを正す道具として、RC の損
賠の可能性が議論されている。Gabriella Jamieson, Using Section 24(1) Charter 


















Damages to Remedy Racial Discrimination in the Criminal Justice System, 22 
APPEAL 71（2017）.
89）　Robert J. Sharpe, Injunctions and the Charter, 22 OSGOODE HALL L.J. 473（1984）. 
See also, W.A. Bogart, “Appropriate and Just”: Section 24 of the Canadian Charter 
of Rights and Freedoms and the Question of Judicial Legitimacy, 10 DALHOUSIE L.J. 
81（1986）.　アメリカ型のインジャンクションがカナダでも正当化しうることを主
張する。
90）　See, e. g., Nora Gillespie, Charter Remedies: The Structural Injunction, 11 ADVO-
CATERS’ Q. 190, 191-192（1989-1990）.　Owen M. Fiss, Forward: The Forms of Jus-





























91）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 436.






ジャンクションの文言はないけれども、RC のオリジンともいうべき 1978 年










る。95）もっとも、先に言及した Little Sisters 事件は、同性愛関係の書籍等を頒
92）　Id. at 437.　改善命令を出してもそれが履行されないともなれば、司法の権威を




判決にとどめている。Little Sisters Book and Art Emportium v. Canada, [2007] 1 
S.C.R. 38.
93）　Gillespie, supra note 90 at 198.　アメリカの展開をカナダは踏襲してはいけない
とのルールもないとする。Id. at 200.




95）　LOKAN AND DASSIOS, supra note 9 at ¶6-26．国王訴追法 22 条 1 項（Crown Liability 
カナダ憲法の権利実効条項（Enforcement）32















and Proceedings Act, R.S.C. 1985, c. C-50, s.22（1））は、国王に特定に行為をなすよ
うな命令やインジャンクションを裁判所が発するのを禁じている。Id. n.100.
96）　[2000] 2 S.C.R. 1120, at 1204-1205（Binnie, J., delivering）.  イアコブッチ（Iacobuc-
ci）は反対意見で、当該立法が憲章 1 条でも合憲とはしえず違憲であるとしたうえで、
救済について宣言では救済の可能性は薄いとして、組織的欠陥を認めて、司法の監
視の下で 18 か月間以内に改善せよとの命令がふさわしいとしている。Id. at 1250-
1265.
97）　[2003] 3 S.C.R. 3, at para 70.　憲法上懸念があるとの反対意見（L
ル ベ ル
ebel, D







98）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 435.　さらに、裁判所の継続的な監督や関与
を求めるインジャンクションが憲章では生じうる。Id. at 436.






















99）　LOKAN AND DASSIOS, supra note 9 at ¶6-28. アメリカでの起源と展開について、Id. 
at ¶6-29, 30, 31, 32.
100）　Gillespie, supra note 90 at 190.
101）　DAPHNE A. DUKELOW, THE DICTIONARY OF CANADIAN LAW 654（3rd ed. 2004）.
102）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 440.
103）　Paul M. Perell, The Interlocutory Injunction and Irreparable Harm, 68 CAN. 
BAR. REV. 538（1989）.
104）　KIRSTIN STOLL-DEBELL, NANCY L. DEMPSEY AND BRADFORD E. DEMPSEY, INJUNCTIVE RELIEF 
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105）　Id. at 126. もっとも、権利侵害がそのままインジャンクションの認定になるの
ではなく、金銭的損賠で救済されるならインジャンクションは適切ではない。Id. at 
127.
106）　Doucet-Boudreau v. Nova Scotia(Minister of Education）, [2003] 3 S.C.R. 3.　本項
の以下の本文の括弧内の数字はこのパラグラフ番号である。
107）　Marilyn L. Pilkington, Enforcing the Charter: The Supervisory Role of Superior 
Courts and the Responsibility of Legislatures for Remedial System, 25 SUP. CT. L. 
REV.（2d） 77（2004）.　この論稿はまた、ドゥセ - ブドゥロが救済管轄権のある裁判
所や審判所を拡大させる解釈を RC でとることで、憲章判断をなしうるそうした裁
判所を広く認めていく方向を打ち出したとする。Id. at 99.  損賠では適切に補填され
えない、権利侵害による損害から、原告を保護するのが目的とされる。American 
Cyamid Co. v. Ethics Ltd., [1975] A.C. 396.
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じように救済も寛大に考えなくてはならないとし、判例（R. v. 974649 Ontario 
Inc., [2001] 3 S.C.R.575）を踏襲して、救済への合目的的アプローチとは「権





















































をもたらすのであって、行政権の簒奪にはならないとする。KENT ROACH, THE SU-
PREME COURT ON TRIAL: JUDICIAL ACTIVISM OR DEMOCRATIC DIALOGUE 377（2001）.











RC と 24 条 2 項に基づく具体的な救済が司法によって下されうる。111）それらに
109）　アメリカでは最高裁はその訴訟任務、つまり法の解釈と権利の確定で憲法を執
行（やりすぎとやりなさすぎの両方を含む）する機関となっているとの分析がある。
Harold J. Kent, The Supreme Court as an Enforcement Agency, 55 WASH. & LEE L. 
REV. 1149（1998）.
110）　Kent Roach and Geoff Budlender, Mandatory Relief and Supervisory Jurisdic-











あるからである。Kent Roach, Charter Remedies, in OXFORD HANDBOOK OF THE CANADIAN 























112）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 342-351.
113）　「十分な答えと防御をなす被告人の権利の毀損が救済されない場合、もしくは回
復しがたい損害が、告訴が継続されるなら司法制度の保全にもたらされる場合」で
ある。R. v. O’Connor, [1995] 103 CCC（3d） 1, 43（L’Huereux-Dubé）.  See also, 
Roach, supra note 10 at 522.
114）　LOKAN AND DASSIOS, supra note 9 at ¶6-21.
115）　DAPHNE A. DUKELOW, THE DICTIONARY OF CANADIAN LAW 1244（3rd ed. 2004）.
116）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 344.
117）　最（大）判昭和 47 年 12 月 30 日、刑集 26 巻 10 号 631 頁。





















119）　同上、116 頁注 13。一方で、免訴の規定である刑事訴訟法 337 条には裁判の遅
延を要件とする定めはないけれども、「事案の最も適切実効的な救済方法として免訴
を「創造」した」ともされる。高橋、前掲 4）書、368 頁。
120）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 349.
121）　LOKAN AND DASSIOS, supra note 9 at ¶6-21-22.　なお 24 条 2 項の証拠排除の救済
はこれ以上触れない。


















123）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 432.
124）　Id.　Little Sisters Book and Art Emporium v. Canada(Minister of Justice）, [2000] 
2 S.C.R. 1120 at paras 258-61.
125）　Eldridge v. British Columbia(Attorney General）, [1997] 3 S.C.R. 624, para 96（La-
forest, J., delivering）.
126）　SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 435　宣言は少数言語教育権（憲章 23 条）
での救済に効果的に使用されたとする。Id. at 433.　インジャンクションは裁判所侮
辱の民事及び刑事の制裁があるから、それだけ強力だということである。STOLL-DE-
BELL ET ALS., supra note 104 at 388.
127）　少数言語（フランス語）教育の権利の実現が不十分だとして憲章 23 条違反で
訴えられたケースで、その教育の改革は政府の柔軟な政策に委ねられるとして、原
告の少数言語教育権が本件で保障されるとの宣言的判決に止めた。Mahe v. Alberta, 
[1990] 1 S.C.R. 342, 393（Dickson, C.J.）. SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 433.
128）　ディクソンは、憲章 23 条の権利の実現で地方政府が十分な制度環境を整えて
いないと認めた一方で、同条の具体的実現には裁量的な政府の多様なオプションが

























130）　Roach, supra note 48 at 689-692.
131）　Id. at 693.　ローチは、アメリカのような刑務所の改善とか学校差別などをめぐ
る制度的インジャンクションはカナダでは起こりにくいことを示唆している。Id. at 



















































134）　Roach, supra note 48 at 685.　












の変遷は少なからずこの憲章の救済の変遷にかかっている、と」。Roach, supra note 
48 at 694. 救済は権利と競合する社会的利益とのバランスの要素もあるけれども、権
利の実現と確証された違反の補填の重要性は決して忘れられてはならない。 Roach, 
supra note 10 at 537.
138）　判例はこの原理は憲章 7 条の法の一般原理とまではいえないとする。救済の決
定や形成が高度に状況に即したもの（contextual）であって、いかなる場合に常に
救済があるべきかにコンセンサスはないからだとする。 Kazemi Estate v. Islamic Re-
public of Iran, [2014] 3 S.C.R. 176, paras 158-167.  SHARPE AND ROACH, supra note 33 at 
432. カナダ人女性ジャーナリストがイランで殺されその処置も不十分であることに、
その息子がイランに対して損賠を求めた事件で、国際法の国家免責をカナダに国内
法化した国家免責法（State Immunity Act）で却下されたことで同法の憲章 7 条違反
を争ったところ、最高裁は、「権利あるところに救済あり」は同条の法の一般原理で
はないと判断している。
